
I．は じ め に

　「液状化」という言葉は最近大地震のたびに耳
にされる。この 10数年間でも 1993年の釧路沖
地震，能登半島沖地震，北海道南西沖地震，
1994年の北海道東方沖地震，三陸はるか沖地震，
1995年兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災），
1997年 3月と 5月に 2回発生した鹿児島県北西
部を震源とする地震，1999年 2月の秋田県沖を
震源とする地震，2000年鳥取県西部地震，2001

年芸予地震，2003年宮城県沖の地震，宮城県北
部の地震，および十勝沖地震，2004年新潟県中
越地震，2005年福岡県西方沖地震，宮城県沖の
地震，2007年能登半島沖地震，新潟県中越沖地
震など，毎年のように液状化被害が発生している。
　液状化現象は，地下水位が高く（浅い），ゆる
い砂質地盤特有の現象である。普段はゆるいなり
にも砂粒子同士が噛み合って地盤を形成し建物な

どを支えているが，地震が来て地盤が強く揺すら
れると砂粒子間の間隙水圧が上がり砂粒子の噛み
合いが崩れ，地下水の中に砂粒子が浮いた「泥水」
の状態となる。このため，①地下水や砂の地表へ
の噴出（噴砂・噴水）とこれに伴う地盤の沈下，
②建物など構造物の沈下・傾斜，③地中構造物の
浮き上がり，④護岸壁構造物の水域方向への傾
斜・孕み出しおよびその背後地盤の沈下，⑤液状
化した地盤の水平方向の流動・移動（永久変位・
側方流動と呼ぶこともある）とそれに伴う地中構
造物の損傷，⑥盛土構造物のすべり・沈下・流
出，などの現象や被害が起こる。
　液状化により構造物が甚大な被害を受けること
が認識され，我が国内外で広く研究が行われる契
機となったのは，1964年 6月に発生した新潟地
震と，同じ年の 3月に米国で発生したアラスカ
地震である。それ以前にも，理論上このような現
象が起こり得るということはわかっていたし，簡
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単な装置で液状化を起こし，砂の表面に載った物
体が沈んでいくという実験も一部では行われてい
た（例えば, Mogami and Kubo, 1953）。しかし，
このような現象が実際の地震の時に市街地で広範
囲に起こり，建物をはじめ様々な構造物に大被害
を与えるとは専門家も予測していなかった。この
地震を契機に 1964年以前の震災資料を調べてみ
ると，液状化現象は，「噴砂」・「噴水」などとい
う言葉でしばしば記述されていたことがわかった
（古藤田・若松, 1974）。首都圏でも，後に述べる
ように噴砂・噴水の記録は多く残されている。
　液状化は，過去に液状化した地盤で繰り返し発
生する傾向があるため，液状化の履歴のある場所
やそれと同様な地盤条件の地域では，将来の地震
に対しても要注意である。一方，首都圏の地盤は
最近 100年余りの間に埋め立て・切り盛り造成
などにより大きく変容しており，過去の液状化履
歴だけを考慮したのでは片手落ちである。このこ
とから，本稿では，首都圏直下地震による被害想
定結果と過去の液状化履歴の両面から，近い将来
発生が懸念されている首都圏直下地震による液状
化被害について考えてみたい。

II．首都直下地震の被害想定による液状化被害

　東京における直下地震の被害想定は，これまで
何度か行われてきたが，首都圏全域を対象として
統一的に被害想定が行われたのは，内閣府中央防
災会議首都直下地震対策専門調査会による想定が
初めてである（中央防災会議首都直下地震対策専
門調査会, 2005）。
　2005（平成 17）年 2月，中央防災会議首都直
下地震対策専門調査会は，これまでのデータの蓄
積や新たな知見をもとに，首都中枢機能の継続性
確保などの視点から，国として初めて「首都直下
地震の被害想定」を公表した（内閣府防災担当, 

2005a）。その後，同年 7月に発生した千葉県北
西部地震では，都市の脆弱性が浮き彫りになり，
都市型地震災害への対応という新たな課題が明ら
かになった。このことから，東京都は，震災対策
の一層の推進と都民の防災意識の向上を図るため
の基礎資料となることを目的として，「首都直下

地震による東京の被害想定」を実施・公表した（東
京都防災会議, 2006）。
　本文では，上記の中央防災会議と東京都の被害
想定における液状化被害想定について概説し，液
状化被害の傾向を分析してみる。
　中央防災会議首都直下地震対策専門調査会は，
地震発生の蓋然性が比較的高く，都心部または都
心部周辺で発生しうる 18タイプの地震を想定し
ている。この中にはプレート境界地震が 3タイ
プあるが，残りは 5タイプの既知の活断層，お
よび未知の断層が引き起こすかもしれない 10タ
イプの地殻内で発生する浅い地震である。これら
の 18タイプすべての地震に対して，液状化の予
測がメッシュ単位（首都地域全体では 1 kmメッ
シュ, 人口集中地区で 500 mメッシュ）で行われ
ているが，結果が公表されているのは液状化によ
る全壊棟数のみである。
　口絵 1‒図 2，図 1に，東京湾北部のプレート
境界地震（M7.3）による震度分布と，液状化に
よる 500 mメッシュ単位の全壊棟数の分布をそ
れぞれ示す。口絵 1‒図 2中の小さい四角は小断
層面で，震源断層を小断層の集合として取り扱っ
ていると思われるが，詳細については公表されて
いない。
　震度分布の推定結果の信頼度については，ここ
では論じないことにして，口絵 1‒図 2と図 1の
対応を見ると，液状化による全壊建物は，震度 1）

6強以上の東京 23区東部や東京湾沿岸部を中心
にして一部では震度 5強の地域にも及んでいる。
これ以外の 17タイプの地震については，液状化
による全壊棟数の分布は公表されていないが，そ
れぞれの地震での全壊棟数は表 1に示すとおり
である。東京都ではすべての地震で液状化による
全壊棟数が多くなっており，埼玉，千葉，神奈川
の 3県でも，かなりの被害が想定されている。こ
の原因として，この 4都県では沖積低地や埋立
地が広い面積を占めていることもあるが，1メッ
シュ内に分布する建物の数が元々多いことも影響
している。
　図 2に，表 1に示した液状化による全壊棟数
の算定手順（内閣府防災担当, 2005c）を示す。
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この方法では，まずメッシュごとにモデル地盤を
想定し，それぞれの地盤について『道路橋示方
書・同解説（V耐震設計編）』（日本道路協会, 

2002）などの方法により液状化に対する抵抗率
FLの深さ分布を求める，次に，FLの深さ方向
の重み付平均である PL値を求め，液状化ランク
（被害の程度）A～ Cを設定し（図 2①），各ラ

ンクに応じた液状化面積率を仮定している（図 2

②）。一方，液状化が発生した領域での全壊率を，
建築年や杭基礎の有無により設定する（図 2③）。
メッシュごとの全壊棟数は，建物棟数に液状化面
積率と全壊率を乗じることにより求められる。
メッシュごとの全壊棟数を県別に集計したものが
表 1の全壊棟数である。以上の算出方法にはか

図 1 東京湾北部地震（M7.3）に
よる液状化による全壊棟数
の分布（内閣府防災担当, 
2005 b）．（a）東京都全域，
（b）都心部．

Fig. 1 Distribution of number of 
completely collapsed build-
ings due to liquefaction 
caused by an anticipated 
interplate earthquake occur-
ring directly beneath north-
ern Tokyo Bay with magni-
tude 7.3,（a）whole area,（b）
inner-city district（Central 
Disaster Management Coun-
cil of Cabinet Office, Japan, 
2005b）.
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なり大胆な仮定も含まれていることから，被害棟
数そのものを問題にするより，むしろ首都圏全体
の傾向を概観するための基礎資料という前提で見
た方がよいと思われる。
　各地震の震度分布（中央防災会議首都直下地震
対策専門調査会, 2005）と表 1を比較すると，千
葉市直下，川崎市直下，横浜市直下，市原市直下
地震など，震度 6弱以上が予想される地域が全
くなく，震度 5強の領域もごくわずかであるに
もかかわらず，埼玉県下では相当数の液状化によ
る全壊棟数が想定されている。このことは，後に

述べるように，埼玉県の中川低地などにおいて
1855年の江戸地震（安政江戸地震），1894年の
東京湾北部を震源とする地震，1923年の関東地
震の際に液状化が多数報告されていることとも整
合する。
　口絵 1‒図 3および図 3は，中央防災会議の被
害想定の翌年，東京都が実施した東京湾北部のプ
レート境界地震（東京都は東京湾北部地震と呼ん
でいる）に対する予想震度分布と，液状化の発生
可能性の高い地域の分布図である（東京都防災会
議, 2006）。震度 6強以上となる東京 23区東部と

図 2　液状化による全壊家屋の想定手法（内閣府防災担当, 2005c）． 

Fig. 2 Procedures for estimating the number of completely collapsed 
houses due to liquefaction（Central Disaster Management 
Council of Cabinet Office, Japan, 2005c）.
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多摩川沿岸の低地や埋立地では，全域で「液状化
の発生可能性の高い」と想定されているが，後に
述べる関東地震での液状化発生状況と比べると過
大な評価となっている。
　図 3のような液状化予測図を見る場合は，液
状化の可能性が高いという結果となっても，その
地域全域が液状化するわけではないことに留意す
る必要がある。例えば，図 2に示したように，
1964年の新潟地震の事例では，PL＞ 15のラン
ク Aの地域で実際に噴砂など液状化の痕跡が認
められたのは，ランク Aの地域全体の面積の
18％（液状化面積率）であった。このように，
想定結果を正しく理解するには，予測手法の背景
や仮定条件を知ることも重要である。

III．首都圏における過去の液状化の履歴

　口絵 1‒図 4に，首都圏において過去に液状化
が生じたと推定される地点の分布を示す。地震ご
との液状化地点の分布の特徴は以下のとおりであ
る。
　（1）安政 2年江戸地震（1855年 11月 11日）

M7.0～ 7.1

　この地震の震源地は，東京湾北部でマグニ

チュードMは 7.0～ 7.1と推定されている（宇
佐美, 2003）。この地震で液状化が生じた詳細な
位置が特定されている地点は少ないが，現在の東
京都葛飾，墨田，江戸川などの各区内や品川区沖
の台場など，震央に近い地域で噴砂・噴泥が報告
されている。このほか，現在の横浜市神奈川付
近，千葉県浦安市付近，埼玉県荒川沿岸，群馬県
高崎市付近などでも噴砂の記録がある（宇佐美, 

1983 ; 若松, 1991a）。また，埼玉県大宮台地東部
の中川低地の幸手市付近で家屋の倒壊率が異常に
高く，液状化現象が原因という説もある（宇佐美, 

1983）。
　（2）明治 27年東京湾北部を震源とする地震

（1894年 6月 20日）M7.0

　震源地は，現在の東京都江東区付近と推定され
ており（宇佐美, 2003），この地震も江戸地震同
様，典型的な東京直下地震である。液状化は東京
低地の隅田川や荒川の沿岸で発生したほか，震央
から 40 kmも離れた埼玉県の元荒川沿岸でも報
告されている（若松, 1991a）。図 4aに，この地
震の推定震度分布（1996年 10月から採用され
ている計測震度による分布ではないこと注意）と
液状化が報告されている地点を重ねて示す。液状

図 3　液状化の発生可能性の高い地域（グレイの地域）（東京都防災会議, 2006）． 

Fig. 3 Areas where potential for liquefaction is estimated to be high（gray zone）
（Tokyo Metropolitan Disaster Management Council, 2006）.
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化は 1カ所を除いて，震度Ⅴ以上の地域で発生し
ている。
　（3） 大正 12年関東地震（1923年 9月 1日）

M7.9

　この地震の震源断層は神奈川県のほぼ全域から
房総半島にかけての広い地域の地下と推定されて
いる（Kanamori, 1971）。地盤の液状化の発生地
域は，口絵 1‒図 4に示すように関東平野の 5都
県（東京都, 埼玉県, 千葉県, 神奈川県, 茨城県）

と山梨県甲府盆地の極めて広範囲にわたってお
り，1つの地震による液状化の発生領域から見る
と，1891年濃尾地震や 1964年新潟地震などと
並ぶ広範囲で高密度なものと言える。液状化が発
生したと推定される地点の総数は 800カ所以上
にものぼっている（Wakamatsu, 2007）。図 4b

で液状化が発生した地域と震度分布を比較する
と，液状化が高密度に発生した地域は震度Ⅵ以上
の沖積低地であるが，震度Ⅴの地域でも散発的に

図 4　震度分布と液状化発生地点の分布（震度分布は宇佐美, 2003による）（Wakamatsu, 2007）．
（a）1894 年東京湾北部を震源とする地震（M7.0），（b）1923年関東地震（M7.9），（c）1931年西埼玉地震（M6.9），
（d）1987 年千葉県東方沖を震源とする地震（M6.8）．

Fig. 4 Distributions of sites of liquefaction and seismic intensities on the Japan Meteorological Agency（JMA）
scale during past earthquakes in the Tokyo metropolitan area.（a）1894 earthquake in northern Tokyo Bay
（M7.0）,（b）1923 Kanto earthquake（M7.9）,（c）1931 Nishi-Saitama earthquake（M6.9）, and（d）1987 
earthquake in eastward offshore of Chiba Prefecture（M6.8）.
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起きている。
　（4） 昭和 16年西埼玉地震（1931年 9月 21日）

M6.9

　この地震の震源地は，埼玉県北西部の山沿いの
美里町・深谷市付近である。液状化の多くは北部
の利根川沿岸や荒川沿岸で発生しているが，震央
から約 60 km離れた古利根川，綾瀬川，江戸川
の下流沿岸でも発生している。震度分布と液状化
地点の分布を重ね合わせると図 4cのようになる。
液状化が発生した地点は，大部分が震度Ⅴの地域
内にあるが，震度Ⅳの地域でも数カ所で起こって
いる。また，震度Ⅴの地域の中でも，埼玉県東部
の中川低地に集中しているのが特徴的である。
　（5） 昭和 62年千葉県東方沖を震源とする地震

（1987年 12月 17日）M6.7

　この地震の震央は，房総半島南部の九十九里浜
沖である。液状化は，震央に近い九十九里沿岸の
海岸低地，千葉県浦安市から木更津市にかけての
海岸の埋立地，利根川下流沿岸の低地で発生して
いる。海岸の埋立地は，いわゆる京葉工業地帯の
工場用地として 1960年代以降に造成された地域
で，液状化対策を講じていない地盤では多くが液
状化したようである。図 4dに示したように，震
度分布と液状化地点の分布を比較すると，液状化
はおおむね震度Ⅴの地域で発生しているが，千
葉・茨城の県境の利根川沿岸では，震度Ⅳでも多
数発生している。この地震の直後には，筆者も被
災地を踏査して回ったが，これらの液状化地点は
利根川の旧河道を利根川の浚渫砂で埋め立てた地
域に位置する（若松, 1991b）。
　以上で述べた首都圏での液状化発生地点の分布
から共通して得られる特徴や注目すべき点をまと
めると，以下のようになる。
　①液状化の発生地域は，地震を問わず沖積低地
や埋立地のうち震度Ⅴ以上の地域で起きている
が，旧河道や埋立地では，震度Ⅳでも発生してい
るケースがある。震度Ⅵ以上が広範囲に観測され
た地震は明治以降では関東地震のみであるが，こ
の地震では沖積低地や埋立地においてかなり高密
度に液状化が生じている。これらの傾向は，他の
地域での液状化事例とも整合している。しかし，

液状化発生と震度との関係は，地震のマグニ
チュードM とも関係しており，一般には，M が
大きくなるにつれて，液状化を生ずる震度の下限
値は低くなる傾向にある（若松, 1991a）ことに
留意する必要がある。これは，マグニチュードに
反映される地震動の継続時間や周期特性の影響と
考えられる。
　②埼玉県の大宮台地東部の中川低地では，千葉
県東方沖の地震を除く，4つの地震で液状化の報
告が多数ある。ここでは，下部有楽町層と呼ばれ
る海成の厚い軟弱粘土層の上に，上部有楽町層で
ある陸成の砂質土が河川沿いの自然堤防や旧河道
などに数m堆積している。液状化発生地点を地
形的に見ると，古利根川などの河川沿いの自然堤
防，ポイントバー，旧河道に該当する地点で生じ
ている（若松, 1991c）。
　③東京湾沿岸に大規模な埋立地が多数造成され
た 1960年以降で，強い地震動を広範囲に観測し
た地震は，1987年の千葉県東方沖を震源とする
地震のみである。この地震では，震度Ⅴ程度で埋
立地に極めて多数の液状化が発生したことが注目
される。

IV．首都圏で予想される液状化被害の様相

　液状化が工学的に広く認識されるようになって
以降の地震は，1987年に発生した千葉県東方沖
を震源とする地震のみである。このため，過去の
地震時の被害の様相から将来を予想するのは難し
いが，大規模な液状化が広範囲に発生すれば，対
策工を講じていない構造物に関しては，本稿の冒
頭であげたような様々なタイプの被害発生は免れ
得ない。特に，表層地盤に直接支持されている一
般の戸建て住宅等には不同沈下が生じ，地盤変形
の影響を受けやすいガス，上下水道，地中送電線
などの埋設管路にも，多数の損傷が発生すること
が予想される。
　最近，首都圏を襲う大地震が発生した際の液状
化被害で特に問題視されているのが，液状化土の
水平方向の流動による被害と，マンホールなど地
中構造物の浮き上がりである。これらの被害は，
1923年の関東地震など過去の地震でも一部では
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発生したものと考えられるが，当時は地中構造物
が少なかったこと，人工的な造成地盤が少なかっ
たために，被害例が少なく注目されなかったもの
と思われる。
　液状化土の流動による被害事例として，1995

年の兵庫県南部地震の際に，神戸市のポートアイ
ランドなど臨海部埋立地で最大 3 mを超える過
大な地盤変位を生じ，臨海部の構造物に多大な被
害を与えたことがあげられる。この地震の後，
『道路橋示方書』（日本道路協会, 1996）などの多
くの設計指針で，護岸背後地盤の流動に対する設
計が加えられた。このようなタイプの流動に関し
ては，中央防災会議でも東京湾沿岸の臨海コンビ
ナート地帯での被害発生と対策の必要性が指摘さ
れている（濱田, 2004）。
　過去の事例を見ると，液状化に伴う地盤の流動
現象は護岸部のみならず，液状化層が緩やかに傾
斜しているような場所でも発生している。例え
ば，首都圏では，1923年の関東地震の際に埼玉
県下の古利根川沿岸や，東京都内の足立・葛飾の
区界を流れる古隅田川沿岸（現在は大部分が地下
河川となっている）などで，傾斜地盤による流動
が報告されている（Hamada et al., 1992）。
　中空の地下埋設構造物の浮き上がりは，過去の
地震でも浄化槽などが 1 m以上浮き上がった事
例はあったが，被害件数としては比較的少なかっ
た。最近の地震で深刻化しているのが，下水マン
ホールの浮き上がりである。この問題がクローズ
アップされたのは，1993年 1月に発生した釧路
沖地震である。この時，北海道釧路町のマンホー
ルが最大 1.3 mも浮き上がった。これに続いて，
1993年 10月の北海道南西沖地震やその翌年に
発生した北海道東方沖地震でも，マンホールの浮
き上がりが多数報告された。2003年の十勝沖地
震では，約 230基以上のマンホールが最大 1.5 m

余り浮き上がり，マンホールの浮上は北海道特有
の液状化被害かと思われた。しかし，2004年新
潟県中越地震では，軽微なものも含めると 1,000

基以上ものマンホールが被害を受けたことから，
北海道以外の地域でもその発生が懸念されるよう
になってきた。

　マンホールが浮き上がると，マンホールと下水
管路の接合部が破断して，下水に汚水が流せなく
なるので，影響を受ける世帯数は甚大である。ま
た，道路上に突出するため道路の通行に支障をき
たし，交通事故の原因にもなる。マンホールの浮
き上がり被害は，これまで液状化とは無縁と考え
られていた泥炭地盤や軟弱粘性土地盤で多く報告
されている。マンホールの浮き上がりのメカニズ
ムについては，釧路沖地震の直後には諸説があげ
られたが（例えば, 安田ほか, 1994），その後，マ
ンホールを設置する際にマンホール周囲に埋戻し
た砂が原因であるという説（安田ほか, 2004）に
定着しつつある。しかし，周囲の地盤の状況に
よって，同じ埋戻し土でも液状化の程度や浮き上
がり量が異なることが指摘されており（例えば, 

中根ほか, 2005），発生場所や浮き上がりの程度
を予測することは難しい。しかし，これまで浮き
上がりが起こった場所の地盤条件などを総合する
と，首都圏では，埼玉県の中川低地などに広く分
布する後背湿地などの軟弱粘性土地盤では，マン
ホールの浮き上がりに対して特に留意が必要と考
えられる。

V．お わ り に

　本稿では，首都圏直下地震による液状化被害に
ついて，内閣府中央防災会議と東京都防災会議の
被害想定，さらに過去の地震による液状化の履歴
から，問題点や留意点などをまとめた。首都圏全
域に未曾有の被害をもたらした関東地震から 80

年以上を経過して，首都圏の地形・地質は人工改
変などにより大きく変貌している。その一つが，
海岸部における埋立地の拡大と，内陸部における
かつての沼地や湿地帯の盛土造成である。事実，
1987年の千葉県東方沖を震源とする地震で液状
化が発生した場所は，かつての海・池沼・河川な
どの埋立地や水田の盛土地，砂鉄採掘跡地の埋戻
し地など，人工的に造成した地盤に集中してい
た。このような造成地で地盤改良を行っていない
土地では，将来の大地震時には最も液状化被害の
危険性が高いことを認識する必要がある。
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注

 1）本稿では，1996年 10月に改訂された現行の気象
庁震度階級（10階級）による震度はアラビア数字で，
上記以前の震度階級による震度はローマ数字で表記
する。
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